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  介護予防・生活支援サービス事業に要する費用の額を定める基準の改定  
 

 
１ 令和６年４月及び６月実施報酬改定 

介護保険法施行規則の規定により介護予防・日常生活支援総合事業における介護予防・生活支援サ
ービス事業の各サービスのうち、指定事業者により提供されるサービスの単価は、「国が定める額を
勘案して市町村が定める」こととなっています。 

令和６年度介護報酬改定に伴い、本市においても、令和６年４月サービス提供分（一部令和６年６
月サービス提供分あり）から報酬単価の改定と加算の創設等を行いました。 

    
（１）介護予防・生活支援サービス事業 
  ①基本報酬の見直し 
（訪問型サービス） 
 ・訪問介護相当サービス…予防給付の基準を基本とし、訪問介護員による身体介護、生活援助を行う。 
 ・緩和した基準の訪問型サービス…人員等を緩和した基準により、身体介護を伴わない生活援助等を行

う。 
 

訪問介護相当サービス 現行 令和６年４月～ 増減 

訪問型独自サービス費Ⅰ 週１回程度利用 
  １，１７６単位 

 
 １，１７６単位 

 
±０±０±０±０単位単位単位単位    

訪問型独自サービス費Ⅱ 週２回程度利用 
  ２，３４９単位 

 
 ２，３４９単位 

 
±０±０±０±０単位単位単位単位    

訪問型独自サービス費Ⅲ 週２回を超える利用 
  ３，７２７単位 

 
 ３，７２７単位 

 
±０±０±０±０単位単位単位単位    

 
 

緩和した基準の 
訪問型サービス 現行 令和６年４月～ 増減 

訪問型独自サービス費 
Ａ－①Ⅰ 

週１回程度利用 
  １，０１１単位 

 
１，０２０単位 

 
＋９＋９＋９＋９単位単位単位単位    

訪問型独自サービス費 
Ａ－①Ⅱ 

週２回程度利用 
  ２，０２０単位 

 
２，０４０単位 

 
＋２０＋２０＋２０＋２０単位単位単位単位    

訪問型独自サービス費 
Ａ－①Ⅲ 

週２回を超える利用 
  ３，２０５単位 

 
 ３，２４０単位 

 
＋３５＋３５＋３５＋３５単位単位単位単位    

 
（通所型サービス） 

・通所介護相当サービス…予防給付の基準を基本とし、通所介護と同様のサービス（生活機能の向上の
ための機能訓練）を行う。 

 ・緩和した基準の通所型サービス…人員等を緩和した基準により、ミニデイサービスや運動・レクリエ
ーション等を行う。 
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通所介護相当サービス 現行 令和６年４月～ 増減 

通所型独自サービス費１ 週１回程度利用 
  １，６７２単位 

 
 １，７９８単位 

 
＋１２６単位＋１２６単位＋１２６単位＋１２６単位    

通所型独自サービス費２ 週２回程度利用 
  ３，４２８単位 

 
 ３，６２１単位 

 
＋１９３単位＋１９３単位＋１９３単位＋１９３単位    

 
緩和した基準の 
通所型サービス 現行 令和６年４月～ 増減 

通所型独自サービス費 
Ａ－①１ 

週１回程度利用 
  １，３３８単位 

 
 １，４６０単位 

 
＋１２２＋１２２＋１２２＋１２２単位単位単位単位    

通所型独自サービス費 
Ａ－①２ 

週２回程度利用 
  ２，７４２単位 

 
 ２，９３０単位 

 
＋１８８＋１８８＋１８８＋１８８単位単位単位単位    

通所型独自サービス費 
Ａ－②１ 

週１回程度利用 
  １，２５４単位 

 
 １，３９０単位 

 
＋１３６＋１３６＋１３６＋１３６単位単位単位単位    

通所型独自サービス費 
Ａ－②２ 

週２回程度利用 
  ２，５７１単位 

 
 ２，８００単位 

 
＋２２９＋２２９＋２２９＋２２９単位単位単位単位    

 
②加算及び減算の新設 
【共通】 
・高齢者虐待防止措置未実施減算   所定単位数の１／１００ 
・業務継続計画未策定減算      所定単位数の１／１００ 
 ※業務継続計画未策定減算は、令和７年４月１日より適用開始。 

 
  【訪問型サービス】 
  ・口腔連携強化加算   ５０単位／回（１月に１回を限度） 
 
  【通所型サービス】 
  ・送迎減算     片道につき、４７単位／回 
  ・一体的サービス提供加算   ４８０単位／月 
 
  ③現行加算の見直し 
  【共通】 
  ・介護職員処遇改善加算、介護職員等特定処遇改善加算、介護職員等ベースアップ等支援加算 
   ⇒介護職員等処遇改善加算に一本化。 

介護職員等処遇改善加算Ⅰ～Ⅳの単位数については下の表のとおり。 
    令和６年６月１日より適用開始。 
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介護職員等処遇改善加算 訪問型サービス 通所型サービス 

介護職員等処遇改善加算Ⅰ 所定単位数の２４５／１０００ 所定単位数の９２／１０００ 
介護職員等処遇改善加算Ⅱ 所定単位数の２２４／１０００ 所定単位数の９０／１０００ 

介護職員等処遇改善加算Ⅲ 所定単位数の１８２／１０００ 所定単位数の８０／１０００ 

介護職員等処遇改善加算Ⅳ 所定単位数の１４５／１０００ 所定単位数の６４／１０００ 
 
 
    介護職員等処遇改善加算Ⅴの単位数については下の表のとおり。 
    令和７年３月３１日まで算定可。 

介護職員等処遇改善加算Ⅴ 訪問型サービス 通所型サービス 

介護職員等処遇改善加算Ⅴ１ 所定単位数の 
２２１／１０００ 

所定単位数の 
８１／１０００ 

介護職員等処遇改善加算Ⅴ２ 所定単位数の 
２０８／１０００ 

所定単位数の 
７６／１０００ 

介護職員等処遇改善加算Ⅴ３ 所定単位数の 
２００／１０００ 

所定単位数の 
７９／１０００ 

介護職員等処遇改善加算Ⅴ４ 所定単位数の 
１８７／１０００ 

所定単位数の 
７４／１０００ 

介護職員等処遇改善加算Ⅴ５ 所定単位数の 
１８４／１０００ 

所定単位数の 
６５／１０００ 

介護職員等処遇改善加算Ⅴ６ 所定単位数の 
１６３／１０００ 

所定単位数の 
６３／１０００ 

介護職員等処遇改善加算Ⅴ７ 所定単位数の 
１６３／１０００ 

所定単位数の 
５６／１０００ 

介護職員等処遇改善加算Ⅴ８ 所定単位数の 
１５８／１０００ 

所定単位数の 
６９／１０００ 

介護職員等処遇改善加算Ⅴ９ 所定単位数の 
１４２／１０００ 

所定単位数の 
５４／１０００ 

介護職員等処遇改善加算Ⅴ１０ 所定単位数の 
１３９／１０００ 

所定単位数の 
４５／１０００ 

介護職員等処遇改善加算Ⅴ１１ 所定単位数の 
１２１／１０００ 

所定単位数の 
５３／１０００ 

介護職員等処遇改善加算Ⅴ１２ 所定単位数の 
１１８／１０００ 

所定単位数の 
４３／１０００ 
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介護職員等処遇改善加算Ⅴ１３ 所定単位数の 
１００／１０００ 

所定単位数の 
４４／１０００ 

介護職員等処遇改善加算Ⅴ１４ 所定単位数の 
７６／１０００ 

所定単位数の 
３３／１０００ 

※従来の介護職員処遇改善加算、介護職員等特定処遇改善加算、介護職員等ベースアップ等支援加算 
は令和６年５月３１日まで算定可。 
 

【訪問型サービス】 
・同一建物減算 

ア 所定単位数の１５／１００ 
  事業所と同一の建物に居住する利用者５０人以上にサービスを行う場合のみ適用。 

 
イ 所定単位数の１２／１００ 

正当な理由なく事業所と同一の建物に居住する利用者の割合が１００分の９０以上の場
合（事業所と同一の建物に居住する利用者５０人以上にサービスを行う場合を除く）のみ適
用。 

 
【通所型サービス】 
・同一建物減算   週１回程度利用で１月につき３７６単位 

            週２回程度利用で１月につき７５２単位 
   ※事業所が送迎を行わない場合については、上記の範囲内で減算。 
 

同一建物減算 現行 令和６年４月～ 増減 
通所型独自サービス費 
Ａ－①１ 

週１回程度利用 
  ３０１単位 

 
  ３０５単位 

 
＋４＋４＋４＋４単位単位単位単位 

通所型独自サービス費 
Ａ－①２ 

週２回程度利用 
  ６０２単位 

 
  ６１０単位 

 
＋８＋８＋８＋８単位単位単位単位 

通所型独自サービス費 
Ａ－②１ 

週１回程度利用 
  ３０１単位 

 
  ２９１単位 

 
－１０－１０－１０－１０単位単位単位単位 

通所型独自サービス費 
Ａ－②２ 

週２回程度利用 
  ６０２単位 

 
  ５８２単位 

 
－２０－２０－２０－２０単位単位単位単位 

・運動器機能向上加算、選択的サービス複数実施加算、事業所評価加算 
⇒一体的サービス提供加算の新設に伴い、廃止。 
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（２）介護予防ケアマネジメント費 
  ①基本報酬の見直し 

 現行 令和６年４月～ 増減 

介護予防ケアマネジメント費 ４３８単位    ４４２単位 ＋４単位＋４単位＋４単位＋４単位    

 
  ②減算の新設 

・高齢者虐待防止措置未実施減算   所定単位数の１／１００ 
・業務継続計画未策定減算   所定単位数の１／１００ 
 ※業務継続計画未策定減算は、令和７年４月１日より適用開始。 

 
 
（３）その他 
  ○一般事業者訪問型サービス（訪問型サービスＡ－②）の契約単価変更 
   ①概要 
    一般事業者訪問型サービス（訪問型サービスＡ－②）は、現在、委託契約型の事業であり、

契約単価を別途設定している。最低賃金の上昇を加味し、以下の単価とする。なお、初回加算
は、訪問介護相当サービスの初回加算の金額準拠としているため、今回は変更なし。 

 
②単価の見直し 
 １時間 １，２００円 → １，４００円（配分金１，２００円 事務費２００円） 

    ３０分   ７００円 →   ８００円（配分金  ７００円 事務費１００円） 
    初回加算２，０００円 → ２，０００円 
 
  

 


